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1．高圧受電設備
1. 1　高圧受電設備の施設における基本事項
　この項は、平成 26 年に大幅改正された「電気事業法」、および「電気設備に
関する技術基準を定める省令」ならびに技術基準の解釈の制定を踏まえて、電
気事業者から高圧で受電する自家用電気工作物の保安を確保する目的で制定さ
れ、日本電気技術規格委員会として承認された民間規格「高圧受電設備規程」
（JEAC 8011-2020）を参考にして作成した。

1. 1. 1　保安上の責任分界点の設定  設備規程 1110-1
　保安上の責任分界点は、自家用電気工作物（以下「自家用」という。）設
置者の構内に設定すること。ただし、一般送配電事業者が自家用引込線専用
の分岐開閉器を施設する場合又は特別な理由により自家用設置者の構内に設
定することが困難な場合は、保安上の責任分界点を自家用設置者の構外に設
定することができる。

1. 1. 2　区分開閉器の施設  設備規程 1110-2 改変
1）�　保安上の責任分界点には、区分開閉器を施設すること。ただし、一般送
配電事業者が自家用引込線専用の分岐開閉器を施設する場合は、保安上の
責任分界点に近接する箇所に区分開閉器を施設することができる。
［注］ 保安上の責任分界点は、一般送配電事業者との協議によって定められ、一

般的には財産分界点と一致するが、施設形態によって異なる場合がある。
2）�　区分開閉器には、高圧交流負荷開閉器を使用すること。ただし、一般送
配電事業者が自家用引込線専用の分岐開閉器を施設する場合において、断
路器を屋内、又は金属製の箱に収めて屋外に施設し、かつ、これを操作す
るとき負荷電流の有無が容易に確認できるように施設する場合は、区分開
閉器として断路器を使用することができる。
3）�　高圧交流負荷開閉器は、絶縁油を使用したものでないこと。

1. 1. 3　主遮断装置の施設  設備規程 1110-3
1）�　保安上の責任分界点の負荷側電路には、責任分界点に近接する箇所に主
遮断装置を施設すること。
2）�　主遮断装置は、電路に過負荷電流及び短絡電流を生じたときに自動的に
電路を遮断する能力を有するものであること。

1. 1. 4　地絡遮断装置の施設  設備規程 1110-4
　保安上の責任分界点には、地絡遮断装置を施設すること。ただし、保安上
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の責任分界点に近接する箇所に地絡遮断装置が施設されており、地絡による
波及事故のおそれがない場合は、この限りでない。
［注］ 区分開閉器として施設した地絡継電装置付高圧交流負荷開閉器の制御

装置は、容易に保守・点検できるよう区分開閉器の直近に施設するの
が望ましい。この場合取扱者以外の者が操作できないよう制御装置を
収める箱の扉は施錠すること。

1. 1. 5　受電設備容量の制限

1. 2　結線及び配置
1. 2. 1　結線　　　　  　　　　　 設備規程 1140-1 改変
1）�　高圧受電設備内の結線は、できる限り簡素化すること。
2）�　責任分界点から主遮断装置の間には、電力需給用
計器用変成器、地絡保護継電器用変成器、受電電圧
確認用変成器、主遮断装置開閉状態表示用変成器及
び主遮断装置操作用変成器以外の変成器を設置しな
いこと。

1. 2. 2　高圧受電設備における引込方法別結線
1）�　架空引込み　　設備規程 1140-1 図（その 1）

主遮断装置の形式
受電設備方式
箱に収めないもの

箱に収めるもの

注　1. 表の欄に−印が記入されている方式は、使用しないことを示す。
　　2.  「箱に収めないもの」は、施設場所において組み立てられる受電設備を指し、

一般的にパイプフレームに機器を固定するもの（屋上式、地上式、屋内式）
や、H柱を用いた架台に機器を固定するもの（柱上式）がある。

　　3.  箱に収めるものは、金属箱内に機器を固定するものである。

表 1-1　主遮断装置の形式と受電設備方式並びに設備容量  設備規程 1110-1 表改変

屋外式

屋内式

屋上式
柱上式
地上式

キュービクル（JIS C 4620（2018）「キュー
ビクル式高圧受電設備」に適合するもの）
上記以外のもの（JIS C 4620（2018）「キュー
ビクル式高圧受電設備」に準ずるもの又は
JEM 1425（2011）「金属閉鎖形スイッチギ
ヤ及びコントロールギヤ」に適合するもの）

CB形
〔kVA〕
制限なし
−

制限なし
制限なし

4 000

制限なし

150
100
150
300

300

300

PF・S形
〔kVA〕

①直接引込む場合
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②構内 1号柱を経て引込む場合

［備考 1］分岐開閉器が付かない場合もある。
［備考 2］ 区分開閉器に避雷素子が内蔵されていない場合は、避雷器を施設する

こと。

ａ　区分開閉器に制御電源外部形を
　　使用した場合

ｃ　区分開閉器に制御電源内部形を
　　使用した場合

ｂ　区分開閉器に制御電源外部形
　　（避雷素子内臓）を使用した場合

ｄ　区分開閉器に制御電源内部形
　　（避雷素子内臓）を使用した場合
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2）�　架空引込線の施設

3）�　地中引込み  設備規程 1140-1 図（その 2）

表 1-2　高圧架空引込線の高さ及び離隔距離  設備規程 1120-1・2 表改変　解釈 68，71，78

電
源

隣
接
需
要
家
へ

受
電
設
備
へ

電
源

隣
接
需
要
家
へ

受
電
設
備
へ

電
源

隣
接
開
閉
器
へ

受
電
設
備
へ

〔備考〕②における制御装置の電源は、受電室の変圧器二次側からとる場合がある。

高圧絶縁電線 高圧ケーブル
路面上　6.0以上（車両の往来がまれであるもの及び歩行の用にのみ供される部分を除く。）　
レール面上　5.5以上
路面上　3.5以上

地表上　5.0以上
（電線下方に危険である旨の表示
をする場合には、3.5以上）

地表上　3.5以上

上方 2.0以上 1.0以上

側方
下方

1.2以上
（電線に人が容易に触れるおそれ
がない場合には、0.8以上）

0.4以上

1.2以上
（電線に人が容易に触れるおそれ
がない場合には、0.8以上）

0.4以上

上記以外の地上

上　 部
造営物

その他の造営物

施設場所
高さ・離隔距離（ｍ）

道路横断
鉄道・軌道
横断歩道橋の上

①高圧キャビネット・
　開閉器塔から引き込む場合

②高圧キャビネット・
　開閉器塔から引き込む場合

③高圧多回路開閉器・開閉器塔から引き込む場合
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4）�　地中引込線の施設
（1 ）地中電線路を管路式により施設する場合は、管にはこれに加わる車両そ
の他の重量物の圧力に耐えるものを使用すること。

（2 ）前項のうち需要場所に施設する場合において管径が 200mm以下であっ
て、次表に示す管又はこれらと同等以上の性能を有する管を使用し、埋設
深さを地表面（舗装がある場合には舗装下面）から 0.3m 以上として施設
する場合は、車両その他の重量物の圧力に耐えるものとする。

種　　類
JIS G 3452（2019）「配管用炭素鋼鋼管」に規定する鋼管に
防食テープ巻き、ライニングなどの防食処理を施したもの
JIS G 3469（2016）「ポリエチレン被覆鋼管」に規定するもの
JIS C 8305（2019）「鋼製電線管」に規定する厚鋼電線管に
防食テープ巻き、ライニングなどの防食処理を施したもの
JIS C  8380（2009）「ケーブル保護用合成樹脂被覆鋼管」
に規定するG形のもの
JIS A 5372（2016）「プレキャスト鉄筋コンクリート製品」
の附属書 2に規定するもの
JIS C 8430（2019）「硬質ポリ塩化ビニル電線管」に規定するもの（VE）
JIS K  6741（2016）「硬質ポリ塩化ビニル管」に規定する
種類がVPのもの
JIS C 3653（2004）「電力用ケーブルの地中埋設の施工方法」
附属書 1に規定する波付き硬質合成樹脂管（FEP）
JIS C 3653（2004）「電力用ケーブルの地中埋設の施工方法」
附属書 2に規定する多孔陶管

表 1-3　地中に施設する管材料の種類  設備規程 1120-3 表
区　分

鋼　管

コンクリート管

合成樹脂管

陶　管
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図 1-1　管路式の埋設深さの説明図� 設備規程 1120-5 図
（需要場所構内において表に示す管を使用した場合）

〔備考〕 図の埋設深さは、JIS C 3653（2004）「電力用ケーブルの地中埋設の施工
方法」により施設する場合を示す。

項目

重量物の圧力を受ける
場所（土冠 1.2m）
その他の場所
（土冠 0.6m）

ケーブル上部を
堅ろうな板また
は樋で覆う

×
○

ケーブルを堅
ろうなトラフ
に収める

○

○

CD
ケーブル

○

○

鋼帯（又は黄銅
帯）がい装ケー
ブル（防食層付）

○

○

表 1-4　直埋布設の可能なケーブル布設方法  解釈 120 条

施　設　場　所
車両その他重量物の圧力を受けるおそれがある場合
その他の場所

埋設深さ〔m〕
1.2 以上
0.6 以上

表 1-5　直埋布設の場合  設備規程 1120 - 5 表

ただし、使用するケーブルの種類、施設条件等を考慮し、これに加わる圧力に耐
えるよう施設する場合はこの限りでない。
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布設方法と埋設深さ 

図 1-2　直接埋設式の埋設深さ

図 1-4　ケーブル埋設箇所の表示方法の例

  設備規程 1120-6 図

図 1-3　ケーブル標識シートの一例  設備規程 1120-7 図

0.15m

  設備規程 1120-8 図

（トラフに収める場合） （重量物の圧力を受けるおそれがない
場合でケーブルの上部を堅ろうな板又
はといで覆う場合）
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5）　�高圧架橋ポリエチレンケーブル（設備規程 1225-5 改変） 
（High-voltage cross-linked polyethlene insulated cables）

（1）高圧ケーブルの種類と記号
　CV、CVT、CE、CET、CE/F、CET/F　JIS C 3606（2003）に適合するもの。
及び JCS 4395（2014）「6600V 架橋ポリエチレンケーブル（3層押出型）」に適合
するものであること。（推奨）
〔注〕 3 層押出型架橋ポリエチレンケーブル（E-E タイプ）は、内部半導電層、

架橋ポリエチレン及び外部半導電層を同時に押し出した構造であり、界面
に外部から異物等が混入するおそれが少なく、経年劣化による波及事故防
止に効果がある。

呼び方は、公称電圧、ケーブルの種類または記号、線心数、公称断面積、（亘長）
の順
　　　　表示の例　6600V CVT 3 × 60mm2 ×（100m）

　　　　C（Cross-linked Polyethylene）：架橋ポリエチレン絶縁
　　　　V：ビニル（P.V.C）シース
　　　　T：トリプレックス形
　　　　E：ポリエチレン
　　　　/F：耐燃性（ただし、ハロゲン元素を含まず低発煙性のもの）
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（2）高圧 CVケーブルの劣化形態と特徴
　表 1-6 参照。

劣化形態 特　　　徴

①水トリー劣化

a. 高圧以上の CVケーブルにのみ発生が確認されている。
b.発生までに時間を要す（環境に依存するが、早くて数年、
大半のものは絶縁破壊発生までに 10 年以上要す）。

c. 高圧 CV ケーブルの場合、水トリーが絶縁体を貫通した
としても、ほとんどは常時運転電圧では地絡には至らな
い。異常電圧（サージ）発生時に絶縁破壊に及ぶことが
多い。

d.水トリー劣化は、水の供給、高い電位傾度、高い周波数
の電圧印加及び高い周囲温度により促進される。

e. 水トリー劣化は、内部半導電層から伸展する内導水トリ
ー、外部半導電層から伸展する外導水トリー、また絶縁
体内部の欠陥から内部半導電層側及び遮へい側の双方へ
伸展するボウ・タイ状水トリーの 3種類に分けることが
きで る。

f. ケーブルの構造（特に半導電層の材質と構成）により有
意差がある。

a. 単心ケーブル、トリプレックスケーブルは、絶縁破壊に

②遮へい銅テープ破
断

至ることが多い。
b. 使用されてから絶縁破壊に至るまでの時間は、使用状況
によるところが大きい。

c. 破断部の電気抵抗が数 KΩに増大（場合によっては∞と
なる）し、非接地端側のケーブル地絡保護ができない。

d. 破断部で放電し、発煙、発火、燃焼に至る場合がある。

③熱劣化
a. 絶縁体に変色、亀裂がある。
b. シースに硬化、亀裂がある。
c. 絶縁診断での発見が比較的困難である。

④化学的損傷・劣化

a. 布設環境により外部から劣化が起こるため、シースに顕
著に現れる（膨劣化潤、硬化、亀裂、溶解）ことが多い。

b. 着色ビニルシースが黒変色している。
c. 化学トリーが発生している（事故例は小サイズ・低電圧
ケーブルで確認されている）。

出典 社一般 団法人日本電線工業会 技術資料 平成24年2月（技術第 116D）

表 1-6　高圧CVケーブルの代表的劣化形態と特徴
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（3）高圧 CVケーブルの年代別製造法と劣化の特徴
　表 1-7 参照。

　①　水トリー
　 　ポリエチレンのような絶縁材料が長時間にわたって、水が存在する状態で 
電界に曝されたときに発生する現象である。
　②　E - E タイプ
　 　架橋ケーブル中の水分量分布及びボイド数が著しく低減しており、水トリー
に対する耐性が強化されている。

製造法 T-T E-T E - E
年式 1960 年頃迄 1975年前後～ 1985年頃～ 1985年頃～
内部半導電層 布テープ巻き 押出被覆 押出被覆 押出被覆
絶縁体 布テープ巻き 押出被覆 押出被覆 押出被覆
外部半導体電層 布テープ巻き 布テープ巻き 布テープ巻き 押出被覆
架橋方式 水蒸気水蒸気 乾式 乾式
発生する主な水 内導または外 外導から伸展 外導トリーは ボータイトト
リー 導から伸展す するトリー 減少

リー

るトリー

表 1-7　高圧CVケーブルの年代別製造方法と劣化の特徴
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（4）残存交流破壊電圧一使用年数特性
　1線地絡時に健全相にかかる電圧AC6.9kV を閾（しきい）値として見た場合、
　この電圧に耐える使用年数は短くみて 17 年、平均で 27 年となる。
　高圧CVケーブルの更新推奨時期は、水の影響がある場合 15 年である。
　図 1-5 参照。

出典 一般社団法人日本電線工業会 技術資料（技術第 116D）

図 1-5　残存交流破壊電圧一使用年数特性
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